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凡例 1　金額は、総務省が示す健全化判断比率等の算定方法に基づき、原則として千円未満を四捨五入で表示
2　比率は、総務省が示す健全化判断比率等の算定方法に基づき、原則として小数点以下第3位又は第2位を切り捨て表示
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・ 一般会計等の決算 ⇒ 　　全会計の連結決算

・ 早期是正機能の整備 　 　

・ 将来の負担（負債）を重視 　 　

・ わかりやすい財政情報の開示 　 　

◎ 実質赤字比率 　 　

◎ 連結実質赤字比率

◎ 実質公債費比率

◎ 将来負担比率 　 　

◎ 資金不足比率（公営企業会計のみ）

指標の整備と情報開示 　 財政健全化計画策定 財政再生計画策定

外部監査 国の関与

地方債の制限

健全段階 早期健全化 再生化⇒　⇒　⇒ ⇒　⇒　⇒

指 標 ご と に 基 準 数 値 を 設 定 し 、 財 政 状 況 を 三 段 階 に 分 類

１　財政健全化法による分析

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（略称：財政健全化法 平成19年6月施行）」に基づき、平成19年度決算より、5つの指標を用いた財
政分析の公表が義務付けられた。

分 析 の 視 点

財 政 指 標 　　監査委員の審査に付して議会に報告し、公表
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「実質赤字比率」とは　・・・
一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示す指標

* 令和５年度決算数値

　

　

　

　

　

◎ 令和５年度決算数値では、一般会計等の実質赤字額は発生していないため、実質赤字比率は発生しない。

参考： 早期健全化基準　11.25％
　　　　　　財政再生基準 　　20.00％

* 一般会計等

* 標準財政規模

標準税収入と普通地方交付税及び臨時財政対策債の発行可能額を合計したもの。
令和５年度数値は、

一 般 会 計 2,576,456 黒字

学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 1,556 黒字

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 4,320

２　実質赤字比率

会 計 名 実質収支額（千円） 黒字・赤字

標準財政規模

黒字

黒字

病 院 事 業 債 管 理 特 別 会 計 0 -

算定式 ＝

一 般 会 計 等 （ ４ 会 計 合 計 ） 2,582,332

75,498,436千円

　個々の地方公共団体ごとに対象会計の範囲が異なるため、財政健全化法による財政分析で統一的に用いる会計区分。本市の場合、一般会計、母
子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計、学校給食事業特別会計及び病院事業債管理特別会計を合計したもの。

一般会計等の実質赤字額
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「連結実質赤字比率」とは　・・・  
すべての会計の赤字や黒字を合算し、市全体としての赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示す指標

* 令和５年度実質収支

　

◎ 令和５年度決算数値では、全会計で実質赤字額は発生していないため、連結実質赤字比率は発生しない。

参考： 早期健全化基準　16.25％、財政再生基準　30.00％

* 連結実質赤字額　　＝　　（ア）　　　＋　　　（イ）　　　－　　　（ウ）

（ア）一般会計等及び公営企業会計以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

（イ）公営企業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

（ウ）上記の各会計の実質黒字の額及び資金の剰余額の合計額

３　連結実質赤字比率

会 計 名 実質収支額（千円） 黒字・赤字等

一　般　会　計　等 2,582,332 黒字

特
別
会
計

国民健康保険事業特別会計 120,789 黒字

介護保険事業特別会計 337,179 黒字

後期高齢者医療事業特別会計 114,418 黒字

公
営
企
業

会
計

卸売市場事業特別会計 2,406 資金余剰

水道事業会計 4,410,929 資金余剰

ガス事業会計 10,604,609 資金余剰

下水道事業会計 5,031,863 資金余剰

算定式 ＝
標準財政規模

計

連結実質赤字額

23,204,525 　
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「実質公債費比率」とは　・・・  
借入金の返済額及びこれに準じる額を指標化し、資金繰りの深刻度を示す指標。　３か年平均で算出

【計算式】

Ａ

Ｂ

Ｅ

単年度

◎この算定式で算定すると、令和５年度の数値は、 -0.4% （３か年平均）

早期健全化基準　25.0％　　財政再生基準　35.0％

* 準元利償還金

　一般会計から特別会計及び企業会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てられたもの等。

* 特定財源のうち都市計画税

４　実質公債費比率

（地方債の元利償還金＋準元利償還金　）－（特定財源＋普通地方交付税で措置される元利償還金及び準元利償還金）

標準財政規模　－　普通地方交付税で措置される元利償還金及び準元利償還金

　平成19年度決算より、分子の特定財源に都市計画事業の財源として発行された地方債の元利償還金に充当した都市計画税が含まれることと
なった。令和5年度では、都市計画税総額　３，９２６，７０２千円のうち　２，６４２，９６８千円が地方債の元利償還金に充当される。

算定式 ＝

令和5年度（単年）数値 （単位：千円）

（Ａ　＋　Ｂ）　－　（Ｃ　＋　Ｄ） 地方債の元利償還金等 11,445,606
Ｅ　－　Ｄ 準元利償還金 1,194,720

Ｃ 特定財源 4,037,676

＝
△ 197,376 都市計画税 2,642,968
66,698,410 地方債の償還に充当される

公営住宅使用料等 1,394,708

＝ -0.3% （令和５年度単年） Ｄ
普通地方交付税で措置される
元利償還金及び準元利償還金 8,800,026

標準財政規模 75,498,436

(-0.38949) (-0.64110) (-0.51457) (-0.29592)

R2 R3 R4 R5

-0.4% -0.6% -0.5% -0.3%
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「将来負担比率」とは　・・・  　

【計算式】

Ａ

　

Ｂ

Ｃ

早期健全化基準 350.0%

財政再生基準は設定なし。 Ｄ

Ｆ

◎令和５年度の数値は -

* 将来負担額

　（ア）から（オ）の合計額
　

（ア）一般会計等の地方債の前年度末の残高等
（イ）一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てられる一般会計等の負担見込額（繰出金）
（ウ）一般会計等の退職手当支給予定額
（エ）第３セクター等の設立法人の負債額の負担見込額
（オ）連結実質赤字額

△ 23,804,742
一般会計等以外の会計の地方債の元金償
還に充てられる一般会計等の負担見込額

一般会計等の退職手当支給予定額

8,485,106

５　将来負担比率

Ｆ　－　Ｅ 一般会計等の地方債の前年度末の残高等 126,068,548

　一般会計等の借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標。

令和5年度(単年)数値 （単位：千円）

Ａ　－　（Ｂ　＋　Ｃ　＋　Ｄ） 将来負担額 149,500,302

＝
14,946,648

第３セクター等の負債に対する負担見込額 0
66,698,410

＝ -35.6%
連結実質赤字額 -
充当可能基金額 31,438,216
特定財源見込額 37,250,258
都市計画税 34,005,440
その他 3,244,818
普通地方交付税で措置される元利償還金及
び準元利償還金（将来分積上） 104,616,570

将来負担額 － （充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋ 普通地方交付税で措置される元利償還金及び準元利償還金（将来分積上））
算定式 ＝

標準財政規模 － 普通地方交付税で措置される元利償還金及び準元利償還金（当該年度）

Ｅ
普通地方交付税で措置される元利償還金及
び準元利償還金（当該年度） 8,800,026

標準財政規模 75,498,436

（発生しない）
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「資金不足比率」とは　・・・  　

各公営企業の資金不足比率

◎全公営企業で資金不足が発生しなかったことから、この比率は発生しない。

・健全化基準　　20.0％

・再生基準は設定なし。

（公営企業ごと）

　

ガ ス 事 業 ―

６　資金不足比率

公  営  企  業  名 資金不足比率

　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示す指標

水 道 事 業 ―

下 水 道 事 業 ―

算定式 ＝
資金不足額（流動負債　－　流動資産）

事業規模（料金収入）

卸 売 市 場 事 業 ―
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「財政力指数」とは・・・
　普通地方交付税の算定基礎となる基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値で、１に近づくほど財政力が強い。

「経常収支比率」とは・・・
　財政構造の弾力性を示す指標で、経常経費充当一般財源を経常一般財源で除した数値。高くなれば財政運営が硬直化する。

◎財政健全化法に基づく指標

いずれも早期健全化基準を大きくクリア ⇒ 健全段階

11.25% 16.25% 25.0%

― ―

実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定されない場合は、「－」と記載
しています。

20.0%

実質公債費比率 将来負担比率

財 政 再 生 基 準 20.00% 30.00% 35.0%

350.0%

大 津 市

早期健全化 基準

７　その他の比率・数値

―

８　総　合　分　析

地方債残高（普通会計）

経常収支比率

122,886百万円

―

財政力指数 0.775

92.4%

連結実質赤字比率実質赤字比率

-0.4%

資金不足比率
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◎その他の指数の推移

　

H30 R1 R2 R3 R4 R5

財政力指数 0.823 0.823 0.824 0.805 0.791 0.775

経常収支比率 91.1 88.9 91.5 88.3 90.9 92.4

地方債残高 113,517 118,296 122,827 127,479 125,973 122,886
　うち臨時財政対策債 57,495 58,773 59,633 60,805 59,301 56,242

◎今後の見通し

　令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の位置付けが５類感染症になり、社会経済活動の正常化が進む一方で、国際的な原材料価格の上昇に加え、円安
の影響などから、日常生活に密接したエネルギーや食料品等の価格上昇が続き、市民の暮らしや事業者の営みが不安定な状態が続くことになりました。
　そのような状況ではありましたが、本市では総額で27億円あまりの新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金や35億円あまりの物価高騰対応重点
支援地方創生臨時交付金を活用し、感染症対策に加えて物価高騰の影響を緩和するための対策を緊急かつ機動的に実施し、機を逃すことなく、市民生活や事
業活動支援を実施してきました。
　さらに、大津市総合計画第２期実行計画の３年目として、計画全体を先導する５つのリーディングプロジェクトの着実な推進を図りつつ、健全財政の維持に努
めたところであります。
　現在の本市の財政状況は、税収や地方交付税の確保等を背景に、将来的な財政需要に備えた基金を積み立てることが可能な状況でありますが、海外情勢
に左右されやすい物価や災害の激甚化といった不確実性に加え、学校施設の長寿命化改良事業などの公共施設の適切な維持管理、令和７年度に予定する
第７９回国民スポーツ大会・第２４回全国障害者スポーツ大会の開催、人口構成の変化に伴う税収の減少見込みや増嵩する扶助費など、将来的な財政需要が
増加する傾向にあるため予断を許さない状況にあります。
　今後も引き続き健全財政を維持するとともに、限られた行財政資源を効率的・効果的に活用し、市民福祉の更なる向上と持続可能な都市基盤の構築を目指し
てまいります。

指 標 の 推 移
（百万円）
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